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1 ．は じめ に

　地震 に よ り企業 が受 け た場合、建屋 や機械設備な どが

受 け る 直接 的な物 的損 失 の み な らず、操 業 復 旧 まで の 休

業 に よ る利 益損 失 な どの 間接 的 な 損 失 を含 めて、大 きな

経 済 的 な損 失 が発 生 す る。加 えて 被 災 に よ る影 響 は 自社

の み に と どま らず 、 製品の 納入先や部品 ・原料の 仕入元

な ど取引先に も波及 す る。さ らに 雇用が確保で きない 状

況 に なれ ば、従業員で ある市民 の 生活に も影響を与えか

ね な い 。こ の よ うな状 況 を踏 まえ、企 業 にお い て 地震 に

対 す る リス クマ ネ ジ メ ン トの 重要性 が 認職 され 始 め 、 保

険に よ る損失の 補填 の み な らず、危機管理 マ ニ ュ ア ル や

事業継続計画（BCP ｝の 策定、証券化等に よ る復興資金調

達 な ど、多様な方策が とられる よ うに なっ て きて い る。
　本論文で は、兵庫県南部地震や新潟県中越地震な ど過

去 の 地 震に お け る 企 業の 被害事例やそ の 後行 われ た 操業

復 旧 に 関す る調 査 に つ い て ま とめ、そ れ らを も とに 間接

的な経済損失、特 に 直接的な被害を受けた部門か らの 原

料等の 供給停止 に よ っ て 、関連す る他 の 部 門 の 操業が影

響を受ける こ とに よる 波及 損失が 問題 となっ て い る こ と

を指 摘 し、単純 な 例 を用 い てそ の 評 価 方 法 を検 討 す る。

2 ．過去 の 地震に おける企業の 被害事例

　1995年 兵 庫県 南部地震の 際の 被害事例
i）”tns

を表 1 に

まとめ る。地震に よる企業の 損失 は、物的な被害を受け

た場合に とどま らず、生産販 売 の 機会 を失 うこ とに よ る

利益損失、また 被 災地域外 で あ っ て も、部品や原料の供

給体制が機能 しな い こ と に よ る減 産や 受 注 ・出荷減 とい

っ た形 で 影響が お よぷ 。 また ケ ミカル シ ュ
ーズ 業界や神

戸 港の コ ン テ ナ 取扱量 に み る よ うに 、一
度失 っ た シ ェ ア

を取 り戻 すに は、年単位の 長 い 期間 を要す る 。

　2eo4年新潟 県 中越地震で は 多 くの 企業が被災 し、そ の

中で も半導体 メーカ ーで あ る新 潟 三 洋 電 子 （小 千 谷 市）が

受けた被害は甚大 で あっ た。同社は建物等外観上 の 被害

は ほ とん ど 見受 け られ ない もの の 、設 備復 旧の ため の 負

担や 、 生 産 の 操業停 止 や稼働率低下 で 売 り上げ減が 響き、
機械お よび そ の 他被害額で 184億 円、棚卸資産 で 46億円、
お よ び 復 旧費 用 等 で 270億円、復 旧 の た め の 新 た な 設備

投資 と して 3億 円 で あ り、被 害 額 の 合 計は 503億 円 とな る

見込みで あ る と した 。 親会社で あ る三 洋電機は 地盤が 関

西 で あ る が、兵庫 県南 部地 震 で は甚大 な被害 を 受 けず、
危機管理マ ニ ュ ア ル を見直 さなか っ た そうで あ る 。 生 産

設 備が 高額な半導体業界 の 常職に 反 し地震保険に 未加 入

で あ るな ど、過 去の 震災 の 教訓 が 生か され ない 形 となっ

て しま っ た
2 

ge　1　 兵庫県南部地 震 の 瞭の 企梁の 被香事Ptl）t：tOi

3 ．過去 の地震に おける企樂被害の 調査

　以 上 の よ うに、企 業 が地 震 に よ りひ とた び被 害 を受け

る と、建物や設 備 の 直 接的な損 失 だ けで な く、操 業停止

や稼働率 の 低 下、受 注 ・出 荷 減 とい っ た間 接 的 な損 失、
さら には シ ェ ア の 低 下 とい っ た長 期 的 な影 響 ま で 引 き起

こ す可能性が あ り、十分な対策が必 要 で あ る。
　そ の た め に は、ま ず過去 の 被害事例 を振 り返 り、そ の

教訓 を生 か すこ とが 重要と考える。こ こで は、兵庫県南

部 地 震 と新 潟 県 中越 地震 の 後に 企 桀 に 対 して 行 われ た、
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表 2 に示す調査 の 結果を考察する。 よ る機 会 損失 な ど 、 波 及 損 失 が深 刻 で あ る こ とを うか が

わせ る結果 となっ て い る 。

衷 2　過去 の 地震に おける企桑被霄の調査

兵庫県南都地震後の 神戸商工 会議所
η
の鯛査

・実施期 間 ： 平 成7 〈1995）年 7月 24日〜8月4日
・目的

・対 象

：阪 神 大震災 よ り半年が 結果 した 時点で 、
改 め てそ の 被害の 実態を把握 し、神戸

経 済が今 後進 む べ き 方 向を探 る。
：本所会 員　4，681社

・実施方法 ： 調査票の 郵送に よ るア ン ケート方式
・回 答数　 ： 1、

092　（回答率 23．3％）

新潟県中越地震後の 新潟県産菓労働都
4｝
の 鯛査

　製造業 の 操業再開状況として 、主要 な地場企業

2量7社 を対 象 に、工 業技術総合研 究 所及 び 各 地 域支

援セ ン タ・・−wa員が 訪問 調査を寞 施。

3．2．復 旧 まで の期 間 に つ い て

　神 戸 商工 会 議所
3）に よ る 兵庫県南部地震 後 の 調 査 で は、

地震半年後 の 時点 で 、 約 3割 の 企 業が 地震前 と同等以上

ま で 売上 ・生 産 高 が 回 復 し、残 り の 約7割の 企 業が 地震

前の 水準には逮 して い ない と回答 して い る。また 全体 で

半数 弱 の 企業が、復 1日ま で に は 1年以 上 の 期間 が か か る

と回 答 して い る 。 従 業員数が少ない 企業の ほ うが、半年

後時点で の 回復寧 が低 く、ま た製造業よ り非製造 業の ほ

うが、回復ま で に時間を要する傾向がみ られる。

蚰 啝囘

3．1．損失額 につ い て

　地震に よ り企 業が 受けた損失額につ い て 、神戸商工 会

議所
ηに よ る兵庫県 甫部地震後の 調査 を も とに述べ る 。

　図 1 に 従業員数別、製造 ・非製造業別の 直接被害総額、
図 2 に従業員数別、製造 ・非製造業別 の 間接被窖総額 を

示す。こ こ で、直接被害総額とは、社屋 の 損壊、機械 ・

設 備、商品 の 破損等 に よ る直接的な被害総額 を表 し、聞

接被害総額 は、震災に よ る機会損失や得意先の 喪失な ど

に よ る間接的な被害総額（再建費用 は含まない ）を表す。
こ れらの 図より、従業員数が多い 企 業の ほ うが 被害額が

大 きい の は 当然で あ る が、従業員数、製造 ・非製造業に

よらずどの 分類で も、直接被害総額よ り間接被害総額の

ほ うが 大きい 傾向 が 見 られ る 。

　表 3 に は、直接被害総額 と間接被害総額の 対比 表 を示

す。こ の 表 で 太 字 網掛 の 場 合は 直接被害 と同等以上の 間

接被害が 出る場合を示 して い るが、例えば直接被害総額

が 10億 円 以 上 で あ っ た 企業の うち68．2％ は、間接被害総

額も 10億 円 以上で あっ たなど、直接被害 と同 等以 上の 間

接被害 が 出 る場 合 が多い こ とが わ か る。 また 直 接 被害総

額 が500万 円未 満 で あ っ た に も か か わ らず 、 そ の うち

5．3％の 企 業 に お い て 間接被害総 額 n｛IO億円以上 に な る

など、自社 の 損害はわずかで あっ た が取引先等の 被災に
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図 1　従樂員数．製造 ・非製造業別 の 直接被害総額
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図 2　従樂員数、製造 ・非製造粟別の 間接被害総額
1）

表 3 　直接被害総額と聞接被害総額の 対比 衷（％ ）
3｝taM憲

［ 〕内は杜致

直接繍 蒔総額　 ：杜鼠の損風 機械
・
設備、商品 の破損等に よ る直接 的な被害総額

間接譲害総額　 ：震災に よる機会損央や 得意先の 喪夫な どに よる岡撞的な被害総額

太宇緬掛は 直接 破霄 と閥壕以上の 間接被害が 幽る場合を示す．
（再建費用は含まない ）
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　一
方、新潟県産 業労働部

4）に よ る新潟県 中越地 震後の

調査で は、10月 23日に 発 生 し た地 震 に 対 し被災前の 操

業状 態 と の 比 較 して mO ％ま で回 復 した企業の 割合 は、
約 2週 間後 の 11月4日の 時点 で は217社 全 体の うち4S％ で

あっ た の に対 し、約3ヵ 月，後の 翌年 1別 3口の 時点で は 全

体の 97．2％に 達 し て い る。ま た 1月 ！3 日の 時 点 で 操 業 状

況 が0％〜100％未満 と回答が あっ た企業6仕に つ い て も、
2 社 が 1月 中、1祉 が 2月 中に 100Woま で 回 復する とし て い

る。 そ れ 以外 の 回 答が あ っ た3社 は、工 場移転 ・事業縮

小 な どに よ り遅延 して い る もの とみ られる。
　商店街 の 営業状況は 、 約 3 ヵ月 後 の IA　14日の 時点で s

川 口 町 で 18°1。、小 千 谷 市で 5％、十 日町 市で 3％ の 店 舗 が

営業未再 開 で あ るが 、 そ れ 以外 の 市町 村で は営 業未 再開

店舗 割合 は 0％ とな っ て い る。

　 こ の よ う．に 企 業 の 復 旧ま で の 期間 は、新 潟 県 中越 地震

に 比べ 兵庫県南部地震の ほ うts期間が 長く、復旧 ま で の

見 通 し が なか なか 立 て られ な い 企 業が 多か っ た こ とが わ

か る e これ には地震動の 大きさの み ならず、被災地域の

広 が りや 産業の 集積度な どが 関係 して い る と考 え られ る。

3．3，地震 に対す る対 策 に つ い て

　神 戸商工 会 議所
コ｝

で は、兵 庫 県 南部地 震 に よ る 被害 に

対 し企業が と っ た 対策にっ い て も調査 され て い る 。

　事業復 旧 の た め の 資金 に っ い て 、調 査 を行っ た 半年後

時点 で 借 入 を行 っ た企業は、予 定を含 め て 約6割となっ

て い る。これ らの 借入 に あたっ て 特に 問題 となっ て い る

点は 、　「震 災 に よ る担保 力 の 不 足 、 低 下」 、　「保 証 人が

い な い 」 の 2 つ の 意見に集約 され る。　「担保 力の 不足、
低下」 の 要因 と して は 、震災に よる地価 の 下落、建物の

喪失 に よる もの が多い 。
　半年後 時点で の 危 機管理 体制 の 見直 しに つ い て は 、 従

業員数 が 300 人 以 上 の 企業で は 、約 9割 が 「既 に 見 直 し

た 亅 あ るい は 「検討 中 亅 で あ るが 、 従業員数が少ない 企

業 で は 「検 討 した い が ノ ウハ ウが ない 亅 、 「検討す る余

裕 が な い 亅 とい っ た 意見 が 目立 っ て い る 。 自力 で 危 機 管

理 体制を構築する こ とが 困難なこれ らの 企 業に対 し、行

政 や コ ン サル タ
’
ン トに よる サ ポートが必 要で あ る と考 え

られる c

　 ま た 危機管理 体制 に お い て 重 視 す る 項 目 と して は、
1従業員への 対 応亅 、 「得意先 へ の 対策亅 、 「生産拠点

分 散 化 亅 、　 「防災 マ ニ ュ ア ル 作成 亅 な どを あげ る企 業 が

多 く、復 興 を進 め る 上 で の 今後 の 事業展 開 と して は、
「新規得意先の 開 拓亅 、　「合 理化の 促進 亅 、　「新商品 ・

新技 術の 開 駒 が 多 く あげ られ た 。

4 ．地震に よ り企業が受ける損失の 評価

　こ れまで み て きた よ うに、自身 に よ り企業が受ける経

済的被害 と して は、直接的な損失 と間接 的 な損 失 が あ る。
　直接的な損失とは 、建物、機 械 設備 、 什器備品 、 棚卸
資産等が 受ける物的な損失 を評 価 した も の で あ る。

　
一方、間接的 な損失 とは 、震災に よ る機会損失な どに

よ り、経 済 的 な 活 動 の 低 下 を評価 し た もの で あ る。こ れ

に は 、自社の 建物や機械設備等が被災 し操業で き ない 場

合と、自社 は被災 し なか っ たに もか か わ らず、取 引先 等

が被 災 した こ とに よ り製品 の 供給、部品の 調達等 が行え

ず、操 業 が で きな い 場 合 が あ る。
　地震に よ る間接的な損失として 企業が 操業 で き な い こ

とに よる 休業損失に つ い て は 、以 下 の 2 っ があげ られ る。

  当該事業所（図 3 で は B）自体が被災レ操業停止す る こ

　 とに よ る休業損失

  関 連 事業所（図 3 で は A ・C な ど｝が被災 し影響が波及す

　 る こ とに よ る休業損失

　こ の うち  の 形態 の 被害 に つ い て は 、FEMAS 〕を 参 考

にす れ ば、さ らに以 下 の よ うに分類で きる。

1》Fonvard・Linked　Indirect　Loss（B か らの 供給が減 る）

2）Backward・Linked　Indir  t　Loss（B へ の 需要が減 る｝

3）Fin撒   dに かか わ るすべ て の 部分 の額 が 減る

  o鰡
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図 3　事業所 間 の 運関と間接被害の形 態
5｝

　 3 ．の 過去 の 地震に お け る 企 業被害の 調 査で もみ た よ

うに、直 接損失 と同 等以上の 間接損失が出 る場 合が 多い

こ と、自社の 損害は わずか で あっ たが 取引先等の 被災に

よる 機 会損失 な ど、波及 損 失 が深刻で あ る 場合 が見受け

られ る こ となど、直接的な損失のみ な らず、間接的な損

失の 重大 さを認識す る こ とは 重要で あ る。次車で は、こ

れ らの 間 接損失 の評価 につ い て 単純な例に よる モ デル を

示 す。

5 ．単純な例に よ る間機損失評価 モ デル

　地 震 に よ る 企 業 の 間接損失 の 評価例 として 、半 導体供

給 工 場 （横浜 お よ び仙 台 ）で製造され た 半 導体を 使用 し、
製 品 組立 工 場（東 京 ）で そ れ らを組 込 ん で 製品 を 製造す る

工 場群を考える。想定地震として は、東京 と横浜に 直接

的 な 被害 を与 え る 首都 直 下 地震 と、仙 台に 直接的 な被害

を与え る官城県沖地震を考え る。

　必 要 と な る データ と し て は 、製 品 の 貢 献 利 益 （売 上 高

か ら、商品 や 原材料の 原価 、 販 売手数料な ど売上 に 比 例

し て 増減す る変動費 を 除 い た もの ）、製品 に 使用 す る部

品 が ど こ か ら供 給 され て い るか、そ の 部品の 製 品 にお け

る 使用割合、複数の 製 品 を同時 に 組み 込む 場合が あ る か 、
などがあげられ る。
　今回の 例で は、以下の 条件をもとに 評価を行 う。

・東 京 工 場 で組 立て られ る製 品 1，2 の 年問貢献利益 は、
と もに 730億 円（1 日あた り 2億円）とす る。

・
製品 藍．2 に組 込 まれ る半導体 ab の 供給割合 は、表 4
の とお り で あ D ．製品 1，2 に は半 導 体 agbの い ずれ か

または 両 方が 必 ず使用 され る。

　な お 事 業所間の 影響 の 波 及 と して は、Forward−Linked
Indircct　Loss（半導体供給工 場 か らの 供 給 が 減る）の み を考

え、Ba¢kWard・Linked　lndireCt　Loss（製品 組 立 工場 で の 需 要

が 減 る）は評 価 しな い 。
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表 4　東京工 場 で 組立 て られる製品の 半導体供給割合

製品名

橘浜 工場

で蹊 造
仙台工場で黝

備考

半導体魯 半導体 ・ 半導 体 b

製晶 1 で使用

され る割合
60％ 40％ 一 桷 浜と仙 台で製造 され る

半噂体 邑 は 岡じ もの

製品 2 で使用

され る割合
100％ 醫 loo％

横浜の 事導体 墨 と仙脅の

半導体 b が同時に組み 込

まれて製 晶 2 が 完成

〈予測例 1 ： 宮城県沖地震の場合 〉

　官城県沖地震が発生した場合 の 各工 場の 休業 日数は、
以 下 の よ うに 予測 され て い るもの とす る 。

・製晶組 立 工場（東京 工場 ）　 ：　 0 日

・半導体供給工 場（横浜 工 場） ：　 0 日
・半 導体供 給 工 場 （仙台 工 場 ） ：　 S 日

製品 1につ い て は 、 組込 まれ る 半導体 a の うち 40％ を

占め る仙台工 場か らの 供給が 5 日間 ス トッ プ す る。
　 した が っ て 損失 は 、

　2 億円 （製品 且の 1 日あ た り貢 献利 益 ）

　　X40 ％（仙台 工 場か らの 半導体 a の 供給割合》

　　　x5 日間（半導体 a の 供給 ス トッ プ 日数）

　胃 弖億巴

　ただ し横浜工 場で 半導体 a を増 産 で きれ ば損失は減 る。

　製品 2 は、仙台工 場か らの 半導体 b が供給されない と、
製品を製造するこ とがで きない

。 した が っ て損失は 、

　2億 円 （製品 2 の 1日あた り貢献利益）

　　× 100％ （仙 台 工場 か らの 半導体 b の 供給割合）
　　　x5 日間 （半 導体 bの 供給 ス トッ プ 日数）

　＝幽 ヨ

〈 予測例 2 ：首都直下地霊の 場合〉

　首都直下 地震 が発 生 し た場合 の 各 工 場 の 休業 日 数は、
以下の よ うに予 測 され て い る もの とす る 。

・製 品組立工場 （東京 工場 ）　 ：

・半導体供給 工 場（横浜 工 場 ） ：

・半導体供給工 場（仙台工 場） ：

日

日

日

70
丿
0

　 この 場合、他工 場の 被災に か か わ らず東京 工 場で 7 日

間操業が ス トッ プ す る こ とか ら、東 京 工 場 自体の 操 業 ス

トッ プicよる損失は 製品 1
，
2 ともに そ れぞれ、

　2億円〔製品 1，2 の 且日あた り貢献利益）

　　× 7 日間 （東京工 場の 操業 ス トッ プ 日数）

　＝
竺 靂旦

　製 品 1に つ い て は、組 込 まれ る半導体 a の うち 60％ を

占め る 横 浜 工 場 か らの 供 給 が さ らに 2 卩問 （9N 間一7 日

間）ス トッ プ す る 。 し た が っ て 横浜工 場か らの 半導体供

給 停止 に よ る損失 は、
　2億円 （製品 1の 1 艮あた り貢献利益 ）

　　 x60 ％ （横浜 工 場か らの 半導体 a の 供 給割 合 ）

　　　・×2 日間 （半導体 a の 供給ス トッ プ 日数）

　 菖 21 匳巴

　 ただ し仙 台 工 場 で 半導体 a を増産 で きれ ば損 失 は減 る 。

　製品 2 は 、横浜 工 場 か らの 半導体 bが 供給 されない と、
製品 を製造す る こ とが で き ない。 したが っ て横浜 工場 か

らの 半導体供給停止 に よる損失は、
　2億円 （製 品 2の 玉 日あ た b貢献 利益 ）

　　x ■00％（横浜 工 場 か らの 半導体 bの 供給割合》

　　　x2 日間 （半導体 bの 供給ス トッ プ 日数）

　＝
弖僮旦

　以 上を ま とめ る と、表 5 の よ うに な る。こ の ように 自

工 場（こ の 例の 場合は 製品組立 を行 う東京工 場）の 被災 に

よ る 休業撮失だけで な く、関連工 場（この 例の 場合は 半

導体供給 を行 う横 浜 お よび 仙 台 工 場 ）の 被 災 に よ り波 及

す る休業損失も重大な結果をもたらす こ とを認識 して お

くべ きで あ る 。

表 5 　予 測結果の ま とめ
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6 ．まとめ

自工場の被災による　 鵬 cr餓箆 により

　 体 粟擾失　　　　　 甑 した体粟揖 失

　過 去 の 地震 にお け る企業の 被害事例よ り、直接的 な損

失とともに 間接的な損失が 大 き い こ とが示 され た。その

うち 特 に 自社 の 直接 的な被害が なく て も取引先等が被災

す る こ とに よ り間接的に影響が 波及 す る損 失にっ い て は、
そ の 評 価方法を構築する こ とが 重要で あ り、 本輪 文 で は

その 考察 を行 っ た 。 こ の よ うなモ デ ル を構築する こ とに

よ り、防災投資が 限 ら れ て い る 場 合、複 数 の 事 業 部 門 が

あ る とき に どこ か ら対 策をするべ きか、優先順位 を っ け

る場合などに も活用す る こ とが で き る。

　今 後 は、例で 扱っ た Forward・Linked　indirect　LOSS だ け

で なく B
’
ackiNard ・Linkod　Indirect　Lossも評 価に取 り込み 、

さ らに被 害事例 等 を も とに 復旧期問 の 予 測も含 めた評価

方法を構築 して い きたい と考えて い る 。
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